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概 要

本稿では，脱炭素化に向けた電力システムの課題とシミュレーション技術動向およびその活用事

例について紹介する。再生可能エネルギーの大量導入にともなう課題に対し，エネルギーモデルに

よるカーボンニュートラルを実現するための電源や需要構成の検討，再生可能エネルギーなどの電

力変動に対する周波数変動の検討，系統外乱時の電力システムの安定性評価事例等について紹介す

る。
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1．は じ め に

2050 年カーボンニュートラルへの移行に向けて，

発電側では炭素原単位の低い発電燃料 (天然ガス・新

燃料) へのシフトや再生可能エネルギー (以下，再エ

ネ) の大量導入や原子力発電の活用，需要側では EV

化の加速などの電化・電動化や水素の活用，さらには

CCUS (Carbon dioxide Capture, Utilization and Sto-

rage) や DAC (Direct Air Capture) 技術の開発など，

多様な施策が検討されている。電力システムにおいて

も，発電・送配電網を含むエネルギーインフラが安定

供給を保つために，いつどのような対策を行う必要が

あるかを定量的に評価して適切なタイミングで技術開

発や設備計画を行っていくことが重要となる。

このような電力システムの信頼性，経済性，環境性

に係わる様々な現象や要因を定量的に評価するために，

各種デジタルシミュレーション手法が開発され，カー

ボンニュートラルに向けた将来シナリオの検討評価に

用いられている。これらの検討を進める上では，従来

の発送電ネットワークに加えて，出力変動をともなう

再生可能エネルギー発電，EV充放電や水素製造含む

需要側の電力調整 (デマンドレスポンス) などの影響

や制御効果を評価していくことが必要となる。

本稿では，脱炭素化に向けた電力システムの課題と

シミュレーション技術の動向およびその活用事例につ

いて紹介する。

2．電力システムの課題

カーボンニュートラルに向けた電力システム検討に

おいて変動型電源である再エネ大量導入の影響把握と

対策検討が重要となる。電源構成や需要の変化に合わ

せて，適切な対策立案と実行も必要である。Fig. 1に

再エネ導入時の電力システムの課題と対策を示す1,2)。

再エネの電力量比率が高まるにつれて，需給制御や蓄

電システム・揚水発電の運用高度化などの技術の開発

が必要となる。

このように電力システムでは再エネの出力変動を含

む需給調整や系統安定性確保を秒単位の短時間から日

単位から季節単位の長期にわたって実施することが重

要である。これはカーボンニュートラルに至る途中経

過段階においても常に必要とされる。このような電力

システムの需給制御について Fig. 2に概念図を示す。

時々刻々変動する需要や発電に対して，負荷周波数制
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Fig. 1 Key characteristics and challenges in the different phases of
system integration1,2)

Fig. 2 Conceptual diagram of supply and demand control
sharing3,4)



御 (LFC : Load Frequency Control) や経済負荷配分

制御 (EDC または ELD : Econnomic Load Dispat-

ching Control) などの需給制御によって常に需要と供

給 (発電) が釣り合うように発電機，蓄電，デマンド

レスポンスなどの調整・制御が行われ，周波数が一定

に保たれる。また，それより短い周期の変動成分は発

電機のガバナフリー制御 (回転数を一定に保つように

出力を変化させる制御) や負荷特性・発電機の慣性力

(自己制御性) によって吸収される3,4)。逆に長期にわ

たるものは発電機起動停止計画問題 (UC : Unit Com-

mitment Problem) として，需給バランスを保ちつつ

例えば運転費が最小になるような発電機の起動停止パ

ターンの決定によって運用される。需給アンバランス

解消の視点で示した図を Fig. 3に示す5)。各時間領域

での評価項目は電力動揺，周波数変動，経済効果など

様々であるが，いずれの時間領域でも需給アンバラン

スを解消するために十分な調整力が確保されているこ

とが必要である。

次にこのような検討に用いられるシミュレーション

手法やデータの事例について紹介する。

3．シミュレーション技術

3. 1 エネルギーモデル6)

将来のカーボンニュートラルが可能であるか，達成

実現可能なエネルギーシステム群からどのようなもの

を選択するかという定量的評価を進める場合に，数値

シミュレーションモデルとしてエネルギーモデルが用

いられている。例えば文献 6ではボトムアップ型技術

選択モデルが示されており，最適なエネルギーキャリ

アのフローや設備の投資，運用などの技術構成を決定

可能としている。本モデルは Fig. 4 に示すようにエ

ネルギーの生産 (輸入) から転換・送配・最終需要部

門での消費に至るエネルギーシステム全体を対象に，

対象期間のシステム総コストを最小にする最適化モデ

ルとして構成されている。このモデルを最適化手法に

よって解くことで解が得られる。文献 6では発電部門

の時間解像度を 10 分として日間の負荷変動や PV・

風力発電の出力変動，各種発電技術の運転性能，電力

貯蔵技術の運用を明示的に考慮して，15 年間の総コ

ストを最小化するエネルギー技術選択結果が計算され

ている。また Fig. 5 には，計算結果からある日の発

電分担の日変化例を示している。左の“Ref”は CO2

制約を設定しないケース，右の“CO2&PV”は CO2

排出量の制約を設定しかつ PV建設コストが低下する

条件のケースである。右のケースでは PVが大量に導

入されることで昼間に余剰電力が発生し揚水発電ある

いは PV の出力制限 (sup.PV) により需給均衡が図

られていることがわかる。

文献 2 では本モデルを利用して 2050 年のカーボン

ニュートラルを実現するエネルギーシステム構成例が

検討されている。Fig. 6に計算結果イメージの一例を

示す。国内で 2030 年に CO2排出量 46% 減と 2050 年
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Fig. 3 Operation for supply-demand imbalance5)

Fig. 4 Reference energy system2,6)

Fig. 5 Example of daily power generation profile6)

Fig. 6 Example of simulation results using reference energy
system2)



カーボンニュートラルを実現するための電源別エネル

ギー供給量と容量を，燃料価格や発電コストなどをあ

る条件に仮定した下での計算結果が示されている。

このようにエネルギーモデルのシミュレーションに

よって 10分〜年間の需給計画や運用状況と，経済性

やCO2排出量などの指標の評価が可能となる。

3. 2 電力需給・周波数シミュレーション7-10)

2章で示したように，短時間の需給アンバランスに

対しては周波数変動を規定範囲内に抑えることが必要

となる。周波数変動を定量的に把握するためのシミュ

レーションツール，モデルとして，電気学会電力需給

解析モデル標準化調査委員会によって通称 AGC30 モ

デルと呼ばれる標準モデルが開発され，2016年に公

開された。

この標準モデルを利用した周波数計算モデルの一例

を Fig. 7 に示す。文献 10 では，合計 3400 MW 規模

の PV を含む発電機，LFC や ELD の制御機構，連系

線潮流の計算モデルなどを含む系統シミュレーション

モデルが構成され，LFC調整力の確保手法改善によ

る発電コスト削減効果評価が示されている。ベース条

件での周波数変動のシミュレーション例を Fig. 8に

示す。

このように，将来の電力システムで想定される系統

構成を反映したモデルデータや需給制御機能を設定す

ることで，再エネ増や発電状態変化に対する系統の周

波数変動への影響を定量的に把握することが可能とな

る。また蓄電池などの新たな制御方式の効果や必要と

なる容量なども評価可能となる。

3. 3 安定性シミュレーション

風力発電など需要地から離れた場所に電源が設置さ

れる場合，電力消費地までの長距離かつ大電力の送電

が必要となる。この場合，電力システムの安定性が維

持されるか評価を行うことが重要となる。具体的には，

落雷時の短時間電圧低下や送電線開放を伴う系統故障

時や，発電設備の脱落時などの外乱時に，数秒間の間

に周波数低下や発電機の動揺・脱調によって系統が大

規模停電に至らないか，評価する必要がある。

電力システムの安定性シミュレーション技術は古く

から開発，改良が続けられてきた11)。また電気学会で

は安定性シミュレーションに用いるための，東日本・

西日本系統をイメージした標準モデルを開発し提供し

ている12,13)。これらの標準モデルを用いて様々な系統

安定化技術の開発が進められている14-16)。標準モデル

から東日本系統がイメージされた EAST30 機系統モ

デルを Fig. 9に示す16)。

カーボンニュートラルに向けて電力システムの信頼

性を維持していくためには，多重故障時の影響評価や，

広域電力融通時の安定性維持が重要となる。例えば文

献 17 では ①大規模電源サイトの同時脱落 ② 4回線

(2 ルート) の送電線の同時停止，が発生した場合に

同期安定性シミュレーションによる影響 (発電停止規

模，ブラックアウト発生可能性有無) が評価されてい

る。また文献 18では，公開情報に基づく広域系統モ

デルを作成し再エネが偏在して大量導入された場合の

系統安定性および対策の効果評価が示されている。

以下，具体的な広域系統安定性評価のイメージを示

す19)。Fig. 10に例題とした系統モデルを示す。Area
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Fig. 7 Frequency calculating model10)

Fig. 8 Example of frequency fluctuation by conventional method10)

Fig. 9 IEEJ EAST30-machine system model16)

Fig. 10 System model condition for evaluation19)



Aが東日本系統の北部を，Area Bが南部を想定した

モデルとしている。なお，ここでは系統モデルは

Web で公開されている系統情報や電気学会などの標

準的な発電機モデルなどから構成されている。再エネ

が大量に導入されたことにともない電力システムの慣

性や同期安定性が低下した条件において，基幹送電線

で落雷等による地絡故障が発生した場合のシミュレー

ション結果を Fig. 11，Fig. 12に示す。おもな検討条

件は次の通り。

・総需要：57.6 GW，再エネ容量：55 GW

・想定故障シーケンス：

0.00秒：故障発生 (1回線三相地絡)

0.07秒：故障除去および開放

0.17秒：電源制限 (安定化対策実施の場合)

Fig. 11は系統安定性が保たれない故障ケースの発

電機内部相差角を示す。故障発生から約 1秒後 (時刻

1秒付近) で GA1，2 の内部相差角が大きくなってお

り発電機が脱調し系統が不安定となっていることがわ

かる。Fig. 12 は故障後に電源制限の安定化対策を

行った場合の発電機内部相差角を示す。故障後若干の

動揺は発生するものの，脱調する発電機は無く安定性

が保たれていることがわかる。

今後カーボンニュートラルに向けて，再エネの偏在

化が進み，またインバータ電源比率が増加するにした

がって，電力システムの同期・周波数安定性が低下し

ていくことが想定される。シミュレーションによる電

力システムの安定性の評価や，効率的な安定性対策の

検討を逐次実施していくことが重要と考えられる。

3．お わ り に

本稿では，脱炭素化に向けた電力システムの課題と

シミュレーション技術の活用事例について紹介した。

今後脱炭素化にむけた様々な施策検討に合わせてシ

ミュレーション手法やモデルの改良を進めていくこと

が重要と考えられる。また，電力システム以外の熱，

ガス，モビリティ，水などのエネルギーに関わる各種

ネットワークを統合したシミュレーションに発展させ

ることで，より効率的な社会インフラの実現に貢献で

きるものと考える。
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